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60年「安保騒動」を考える
Rethinking the 1960 Security Tfeaty "Disturbances"
Sero Susunu
ABSTRACT
Under Prime Minister Hatoyama Ichiro, the Japanese
government approched the U.S. to revise inequalities in the 1952-
Treaty of Mutual Cooperation and Security between Japan and the
United States. The momentum for revision picked up under Prime
Minister Kishi Nobusuke and Foreign Minister Fujiyama Aiichiro but
was met by fierce opposition. Some say this opposition derived from
anti-American nationalism related to the problem of American military
bases in Japan and the exposure of a Japanese fishing boat to a U.S.
thermonuclear test. They also note the changing geopolitical
environment of ddtente promoted by Soviet Prime Minisiter
Khrushchev. This article will investigate these issues and rethink the
causes of "Anpo Sodo" (the 1960 Security Treaty "Disturbances").
丞古佐































































を読んで」朝日ジャーナル 1959年11月22日号 pp 17-18
同上 p174)

























































外岡秀俊・本田優 。三浦俊章『日米同盟半世紀』朝日新聞社 2001年 pp.125126
朝日新聞夕刊 1959年3月28日
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21)「座談会 大衆行動と岸政権J朝日ジャーナル 1960年6月19日号 p8






























総括J中央公論 1960年9月号 pp 187 188
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14 国 際 学 論 集
たとはいえず、盛りLがりを欠いた。ところが、59年5月19日の夜間採決
強行以降、急速な盛り上がりを見せたのである。これは、岸政権の政治手
法、政局の混乱といったことから、安保改定反対から民主主義擁護へと問
題の重心が移動したことによるといえる。従って、運動が予想以上の展開
を見せたにもかかわらず、清水幾多郎のような反対派の中から反対運動の
敗北を認める者が出てきたのである。つまり、安保改定反対運動は戦後史
に残るほど激烈なものとなったが、それを支えたのは安保改定反対ではな
く、民主主義擁護を標榜する運動=多くの人々の政治不信の表明であった
といえる。
60年6月19日に改正条約などが自然成立し、23日に新安保条約が発効し
た後、7月15日、岸内閣は総辞職した。安保改定阻上国民会議も59年4月
から60年7月までに22回の全国統一行動を展開してきたが、その活動を終
えた。次の池田勇人政権は、所得倍増計画=経済成長を国家目標とし、激
しい国論の分裂を避け、成功したのである。しかし結果として、池田政権
以降長い間、日本の安全保障論議はタブーに近くなり、不毛なものとなっ
たという非常な悪影響をもたらした。国家観なき国家「日本」は、現在も
続いているのではないだろうか。
われわれが学ぶべきことは、外交や安全保障に関する問題は、まさに日
本という国家とは何か、将来の日本の展望は何かといったことに基づいて、
冷静に議論し、政策を決定するべきものだということであろう。安保改定
反対運動の例では、前述の記者たちの談話にあるように、政局を優先する
ことによって、安全保障問題という国家の根幹にかかわることが、真剣に
考えられていなかった可能性がある。当時は冷戦体市U下にあり、同盟・友
好関係は安定していたので、外交 。安全保障関係も安定していたが故に、
外交 。安全保障問題に真剣に向き合う必要性が意識されなかったといえる。
しかし、冷戦が終わった世界では、同盟・友好関係は極めて流動的になっ
ているのである。当然、外交 。安全保障関係も流動的になっており、まさ
に国家の命運を左右する決定的な要因の一つとなっていることを認識すべ
きである。
